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資 料 － ４

九州地方整備局事業評価監視委員会 規則

（趣旨）

第１条 本規則は、国土交通省所管公共事業の再評価実施要領(平成１５年３月３１日付

け、国官総第７０２号の２、国官技第３５１号の２国土交通事務次官通達)及び国

土交通省所管公共事業の事後評価実施要領(平成１５年３月３１日付け、国官総第

７０２号の２、国官技第３５１号の２国土交通事務次官通達)(以下、「要領」とい

う。)に基づいて九州地方整備局(以下､「整備局」という。)に設置する九州地方整

備局事業評価監視委員会（以下、「委員会」という。）の組織、委員、会議、庶務

その他の委員会の設置等に関して必要な事項を定めるものである。

（委員会の事務）

第２条 委員会は、九州地方整備局長（以下、「局長」という。）の委嘱に基づき、次に

掲げる事務を行う。

一 整備局が作成した再評価及び事後評価を実施する事業の一覧表及び対応方針（原

案又は案）の提出を受け、要領に基づく再評価及び事後評価システムの運用状況等

について報告を受けること。

二 再評価の審議対象事業に関し、整備局が作成した対応方針（原案）について審議

を行い、対応方針に対し意見がある場合には、局長に対してその具申を行うこと。

三 事後評価の審議対象事業に関し、整備局が作成した対応方針（案）について審議

を行い、あわせて、同種事業の計画・調査のあり方や事業評価手法の見直しの必要

性についても審議を行い、それらに対し意見がある場合には、局長に対してその具

申を行うこと。

（委員会の委員及び組織）

第３条 委員は、九州の実情をよく理解し、人格・識見等に優れ、公正中立の立場を堅持

できる有識者等のうちから、局長が委嘱する。

２ 委員会は１２人以内で組織する。

３ 地域の実情を適切に反映した委員会運営とするため、適宜、地域担当の委員を委

嘱することができる。

４ 委員の任期は、１年以内とする。ただし、委員が欠けた場合における補欠の委員

の任期は、前任者の残任期間とする。

５ 委員は、再任されることができる。

６ 委員は、非常勤とする。

７ 委員会に委員長及び副委員長を置き、委員の互選により、これを定める。

８ 委員長は、会務を総理する。

９ 委員長に事故があるときは、副委員長がその職務を代理する。
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（関係港湾管理者等）

第４条 港湾事業に関して、第２条の事務を処理するにあたり、委員会は、第２条第一号

の規定に従い報告される再評価及び事後評価された結果等並びに第２条第二号及び

第三号の規定に従い提出される対応方針に関係する港湾管理者等に対し、出席を求

め意見を聞くことができる。

（会議）

第５条 委員会は、委員長が召集する。

２ 委員会は、審議方法を定めた九州地方整備局事業評価監視委員会運営要領を決定

する。

（委員会の庶務）

第６条 委員会の庶務は、九州地方整備局企画部企画課及び港湾空港部港湾計画課におい

て処理する。

（その他）

第７条 整備局以外の事業主体が実施する事業が、整備局が実施する事業又は実施した事

業と密接に関連しており、一連の事業として、共同で再評価又は事後評価を実施す

ることが効率的な場合には、事業評価監視委員会に関し、当該事業の事業主体の長

と局長は協議し、どちらか一方の事業評価監視委員会を活用することができる。

（施行）

第８条 本規則は、平成１３年７月１０日から施行する。

２ 本規則の施行に従い、「九州地方建設局事業評価監視委員会規則（平成１０年９

月１０日、平成１２年２月１日(一部改正)」及び「第四港湾建設局港湾・海岸関係

事業評価検討委員会規則（平成１２年１２月２５日)」は廃止する。

３ 一部改正 平成１５年７月３日
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九州地方整備局事業評価監視委員会 運営要領

１.目 的

本運営要領は、九州地方整備局事業評価監視委員会規則(平成１３年７月１０日付け)

(以下、「委員会規則」という。)第５条に基づき、九州地方整備局事業評価監視委員会

(以下、「委員会」という。)の審議の方法に関し必要な事項を定め、もって委員会の透

明性・客観性及び円滑な会議運営に資するものである。

２.委員会の運営に関する事項

（１）会議の開催

会議の開催は、九州地方整備局長の要請により委員長が召集する。

（２）会議の成立条件

会議は、委員会の委員総数の二分の一以上の出席をもって成立する。

（３）会議の議事の決定方法

会議の議事は、出席した委員の過半数で決する。可否同数の場合は委員長が決する。

（４）外部からの意見聴取

委員会は、必要に応じて外部の専門家から意見を聴くことができる。

① 意見を聴取する者の選出は、予め各委員の意見を聴いて委員長が決定する。

② 意見の聴取方法は、会議への出席又は書面による提出のいずれかにより行うこと

ができる。

（５）会議の進行

会議の進行は、委員長が行う。

（６）会議の記録

事務局は、会議の議事内容をとりまとめた議事録を作成し、出席した委員の確認を

得なければならない。

（７）意見具申

委員長は、審議の結果をとりまとめ、必要があると判断した場合は、九州地方整備

局長に対して意見具申を行う。

事務局は、意見の具申がなされた場合は、その内容を議事録に記録する。
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３.審議過程の透明性の確保に関する事項

（１）会議の公開

会議の公開・非公開については、委員会で判断し、決定するものとする。なお、会

議運営の透明性を確保するため、会議の議事録を公表する。

（２）会議に提出した資料等の公表

議事録の公表にあわせ、会議に提出した資料等について公表する。ただし、個人情

報等で公表することが適切でないものと事務局が判断する資料等については、委員会

の了解を得て公表しないものとする。

（３）公表の時期

議事録及び会議に提出した資料等の公表は、会議終了後事務局により速やかに行う。

ただし、継続審議となった場合にはこの限りではない。

４.その他委員会を運営する上で必要となる事項

（１） 本運営要領に定めのない事項及び本運営要領の変更は、委員会で審議し決定する。

（２） 委員は、委員会規則第二条の第１号、第２号又は第３号の事務に関して、自己又は

親族の利害に関係ある議事に加わることができない。

この場合、委員は議事に先立ってその旨を事務局に申し出なければならない。

（３） 本運営要領は平成１３年８月２日より施行する。

２ 本運営要領の施行に従い、「九州地方建設局事業評価監視委員会運営要領（平成１０

年９月１０日、平成１２年２月１日(一部改正)」及び「第四港湾建設局港湾・海岸関

係事業評価検討委員会運営要領（平成１２年１２月２５日)」は廃止する。

３ 一部改正 平成１５年７月４日


